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電波の利用状況の調査、公表制度の概要 

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要 

電波法に定める 
3,000GHz以下の周波数の 
電波の利用状況の調査 

周波数区分ごとの 
電波の有効利用の 

程度の評価 

調査・評価結果を踏まえ、周波数の再編を実施 

電波監理審議会への諮問 

【調査する事項】 
 〇 無線局の数 
 〇 無線局の具体的な使用実態 
 〇 他の電気通信手段への 
   代替可能性 等 

 ３年を周期として、次に掲げる 

 周波数帯ごとに実施 
 ① 3.4GHz超 
 ② 770MHz超3.4GHz以下 
 （平成22年度調査対象） 
 ③ 770MHz以下 
  
  

調査及び評価結果の概要の公表 

例 
・現在、電波は有効に利用されて 
    いる 
・使用帯域の圧縮が適当 
・中継系の固定局は光ファイバ等へ 
    の転換が適当 

国民の意見 

例 
・新規の電波需要に迅速に対応 
 するため、 電波再配分が必要 
・既存の電波利用の維持が必要 

③の調査 ②の調査 ①の調査 

H17 H16 H15 

H20 H19 H18 

H21 H23 H22 
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無線局数  約965.8万局（全国 約24,311.5万局） 
免許人数  約1.5万人（全国 約18.7万人） 
 

（１）目    的：  技術の進歩に応じた電波の最適な利用を実現するため、次に掲げる周波数
帯ごとに、おおむね３年を周期として電波の利用状況を調査、電波の有効利用
の程度を評価する。 
 この評価結果を踏まえ、周波数割当計画の作成・改正を実施。 

「平成22年度電波の利用状況調査」の概要 

※2 各周波数区分毎の合算値   
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（２）根拠条文：  電波法第26条の2 

（３）調査対象：  平成22年3月１日現在において、770MHzを超え3.4GHz以下の周波数を利用す
る無線局 

（４）調査事項：  免許人数、無線局数、通信量、具体的な使用実態、電波有効利用技術の 

導入状況、他の電気通信手段への代替可能性 等 

① 総合無線局管理ファイルを活用して、免許人数・無線局数等の集計・分析  

（５）調査方法：  全国１１の総合通信局等の管轄ごとに、次の調査を実施 

 ② 免許人に対して、無線局の使用実態や電波の有効利用技術の導入状況

等を質問し、その回答を集計・分析 

※2 

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要 

※1 包括無線局等の開設局数を含んだ数   

※1,2 



調査結果及び評価結果の概要   無線局数の推移 

【調査対象地域別の無線局数の推移】 
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北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄 

平成１９年度 7,875,557 12,487,678 72,020,174 5,981,397 4,164,663 21,424,586 31,717,363 10,631,756 5,645,961 19,254,481 1,547,716

平成２２年度 9,658,452 15,466,515 94,717,047 7,064,367 5,226,043 25,954,810 39,180,853 13,129,486 7,098,560 23,459,602 2,159,025
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  無線局数は、19年度192,751,332局から22年度243,114,760局に増加（26.1%増）。 

  北海道管内における無線局数は、19年度7,875,557局から22年度9,658,452局に増加（22.6%増）。 

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要 



合計 
2GHz帯携帯

無線通信 

1.7GHz帯携

帯無線通信 
PHS

ルーラル加

入者無線 
PHS(登録局) 実験試験局 

平成１９年度 3,128,594 1,847,442 1,262,281 18,708 28 125 10

平成２２年度 5,999,230 3,898,371 2,093,186 7,631 19 13 10

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

合計 

1.2GHz帯

アマチュア

無線 

画像伝送

用携帯局 

実験試験

局 

災害時救

出用近距

離レーダー 

1.2GHz帯

電波規正

用無線局 

ARSR（航空

路監視

レーダー） 

平成１９年度 14,246 14,241 0 1 1 1 2

平成２２年度 11,368 11,360 3 2 1 1 1
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

合計 

800MHz

帯携帯無

線通信 

800MHz

帯MCA陸

上移動通

信 

パーソナ

ル無線 

地域防災

無線通信 

特定ラジ

オマイク

（A型） 

移動帯識

別(構内

無線局･

登録局) 

実験試験

局 
その他 

平成１９年度 3,452,193 3,424,386 24,334 2,352 618 476 7 13 7

平成２２年度 3,618,152 3,596,655 18,180 2,025 560 536 144 47 7
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合計 3GHz帯船舶レーダー 
ASR（空港監視レー

ダー） 

位置及び距離測定用

レーダー（船位計） 

平成１９年度 21 20 1 0

平成２２年度 20 19 1 0
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合計 

2.4GHz帯ア

マチュア無

線 

広帯域移

動無線アク

セスシステ

ム 

道路交通

情報システ

ム（VICS

ビーコン） 

2.4GHz帯

移動帯識

別 

実験試験

局 
その他 

平成１９年度 886 694 0 130 25 3 34

平成２２年度 948 608 170 149 21 0 0
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合計 
1.5GHz帯携

帯無線通信 

インマルサッ

トシステム 

1.5GHz帯

MCA陸上移

動通信 

気象援助業

務※ 
実験試験局 

平成１９年度 1,279,458 1,279,227 102 117 4 8

平成２２年度 28,590 28,475 83 13 10 9
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合計 

ATCRBS(航空

交通管制レー

ダービーコンシ

ステム） 

航空DME／
TAKAN 

ACAS（航空機

衝突防止シス

テム） 

RPM（SSR用） 実験試験局 

平成１９年度 159 80 66 11 2 0

平成２２年度 144 71 60 8 4 1
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1.71GHz超 

2.4GHz以下 
62.1% 

(5,999,230局） 

770MHz超 

960MHz以下 
37.5% 

(3,618,152局） 

1.4GHz超 

1.71GHz以下 
0.3% 

(28,590局） 

1.215GHz超 

1.4GHz以下 

0.1%(11,368局） 

2.4GHz超 

2.7GHz以下 

0.0%(948局） 

960MHz超 

1.215GHz以下 

0.0%(144局） 

2.7GHz超 

3.4GHz以下 

0.0%(20局） 

  無線局数は、19年度7,875,557局から22年度9,658,452局に増加（22.6%増）。 

１． 平成22年度調査の調査対象周波数帯（770MHz超3.4GHｚ以下） 

２． ７つの周波数区分ごとの調査結果について 

770MHz超 960MHz以下 

960MHz超 1.215GHz以下 

1.71GHz超 2.4GHz以下 

 （周波数区分別の主な割合） 
 ①1.71GHz超2.4GHz以下 ：1.7GHz帯/2GHz帯携帯無線通信等に利用 ・・62.1％ 
 ②770MHz超960MHz以下：800MHz帯携帯無線通信等に利用 ・・・・・・・・・37.5％ 
 ③1.4GHz超1.71GHz以下：1.5GHz帯携帯無線通信等に利用 ・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ 0.3％ 

７７０MHｚ超３．４ＧHz以下全体の傾向 

1.215GHz超 1.4GHz以下 

2.4GHz超 2.7GHz以下 

1.4GHz超 1.71GHz以下 2.7GHz超 3.4GHz以下 

 19年度3,128,594局から22年度5,999,230局に1.9倍増加(全国2倍増）。 

1.7GHz帯/2GHz帯携帯無線通信 等 

800MHz帯携帯無線通信 等 

 19年度159局から22年度144局に9.4%減少（全国3.3%減）。 

5.0%増 

25.3%減 

 19年度3,452,193局から22年度3,618,152局に4.8%増加（全国7.5%増）。 

 19年度14,241局から22年度11,368局に20.2%減少（全国17.9%減）。 

 19年度1,279,227局から22年度28,590局に97.8%減少（全国97.6%減）。 

 19年度886局から22年度948局に7.0%増加（全国2.4倍増）。 

 19年度21局から22年度20局に4.8%減少（全国10.0%減）。 

9.4%減 

※H19.3.1時点とH22.3.1時点のもの 

13.9%減 12.6%増 

11.3%減 
9.1%減 

20.2%減 

2.1倍増 

97.8%減 

1.7倍増 

※空中線電力が1kw未満の無線局（ﾗｼﾞｵｿﾞﾝﾃﾞ） 

12.4%減 

※その他：2.6GHz帯衛星デジタル音声放送 

14.6%増 

                   H19   H22 
800MHz帯映像FPU      5     3 
900MHz帯電波規正用無線局 1     1 
950MHz帯音声STL/TTL   1     1 

88.6%減 

5%減 

0局→170局 

59.2%減 

(7.6%増) 

(15.5%減) (18.5%減) 
(27.1%減) (14.8%増) 

(3.5%減) (4.2%減) 

(17.9%減) 

(97.8%減) 

(35.6%減) 

(変化なし) 

(2.2倍増) 

(1.6倍増) 

(35.7%減) 

(19.2%減) 

(0局→86,731
局) 

(11.7%増) 

・広帯域移動無線アクセスシステム 
   サービスインの時期により、伸びに差が現れている状況。  
  （最初に導入された関東が突出。北海道は、8番目） 

・1.5GHz帯MCA陸上移動通信 
  周波数移行計画に地域差があり、関東、 
 近畿、 東海ではかなりの局数が存在。  
 北海道では、H23.6時点で移行が完了. 

・パーソナル無線 

 各総通局で減少率に差が生じており、北海道の減少率が一
番少ない状況。（減少率 北海道：13.9% 全国：27.1%） 

※ 

グラフ内の（ ）の増減率は、全国の増減率。 

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要 

調査結果及び評価結果の概要   北海道における周波数区分別無線局数の推移 ４ 



調査結果及び評価結果の概要 評価結果【周波数の再編】

【700／900MHz帯周波数の再編 】

５

・移行先システムの研究開発等の結果を踏まえ、周波数移

行計画に向けた検討・作業を進めていくことが適当。

・携帯電話等の周波数利用ニーズや免許の有効期間を踏

まえ、平成27年11月30日までに周波数移行することが適当。

・移行のための技術基準等の整備し、具体的な移行計画

の策定、機器開発や移行作業体制の環境整備を行うこと

が適当。

MCA（端末）は930-940MHz、RFIDは国際的周波数との

協調を踏まえて915-928MHz帯へ周波数移行。

・最終使用期限を前倒し、平成27年11月30日とすることが

適当。

【800MHz帯FPU・特定ラジオマイク】

・今後も引き続き需要が継続。

・周波数利用効率が高いデジタル特定ラジオマイクへの普及

拡大が期待。

・局数 17,390局（19年度）→19,956局（22年度）

【 800MHｚ帯MCA陸上移動通信】
・現在、デジタル化を推進中。
・局数 313,043局（19年度）→264,373局（22年度）

【 950MHz電子タグシステム（RFID） 】

・スマートメータ-の利用等、新たな利用ニーズの拡大。

・局数 834局（19年度）→3,008局（22年度）

【 950MHz帯音声STL/TTL 】

・平成27年度までにMバンド/Nバンドへの移行を図る。
・局数 1局（19年度）→1局（22年度）

【パーソナル無線】

・無線局の現状により最終使用期限（平成34年11月30日）の前

倒しを検討。

・局数 27,947局（19年度）→20,370局（22年度）

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要



調査結果及び評価結果の概要 評価結果【周波数割当の見直し及び代替】
６

・800MHz帯MCA陸上移動通信等、他の代替システムへの
移行を円滑に進めることが適当。
・利用動向を踏まえ、地域毎に使用期限の前倒しを検討し
ていくことが適当。

・1.7GHz帯においては、平成24年中に新たに10MHzの周波

数幅の確保及び東名阪限定の周波数帯域について使用

可能地域の拡大を検討すべき。

・２GHz帯TDD方式の技術的検討・導入を図ることが適当。

・今後の需要増加や更なる高速・大容量化ニーズへ対応す

るため、高度化技術の導入や周波数の拡張を行うための

技術基準を策定し、平成24年中の実用化に向けて取り組

むことが適当。

・使用期限までに円滑な周波数の移行を図ることが適当。

【 1.7GHz帯携帯無線通信及び２GHz帯携帯無線通信】
・IMT2000のFDD方式の周波数として利用、無線局数及び通信トラヒッ

クが増加。（無線局数は19年度と比較して1.7GHz帯は1.6倍、2GHz帯

は2.2倍に増加）。

【ＰＨＳ】
・PHSの利用局数の減少及び2GHz帯携帯無線通信の需要増加を踏

まえ、PHS用周波数帯域の縮小を実施中（平成24年5月31日まで）。

・平成19年度から導入（全国用30MHz幅、地域用10MHz幅を割当。）。

・利用局数が増加（86,731局）。

【広帯域移動無線アクセスシステム】

【 1.5GHz帯MCA陸上移動通信】

・ 携帯無線通信の周波数拡大に向けて、周波数移行を実施中（最長

平成26年3月31日まで）。

【周波数割当の見直し】

【 代 替 】

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要



参考 用語の説明
７

平成22年度電波の利用状況調査の調査結果及び評価結果の概要

用語 説明

FPU 放送番組の制作のために取材現場からスタジオまでニュース映像等の番組
素材を伝送するための移動システム。

特定ラジオマイク コンサート、ミュージカル、各種催し物等の興行において、演奏や音声等を高
品質で伝送するためのワイヤレスマイクシステム。スタジオ等において、音声・
楽器等の音響を放送番組に使用できる充分な高音質で伝送するためのシステ
ム（放送事業用）としても使用される。

MCA 陸上移動通信 山上や地上高の高い建造物等に設置された陸上移動中継局を介し、基地局
及び陸上移動局と通信を行うことで、エリア半径の大きいいわゆる大ゾーン方
式のマルチチャンネルアクセスシステム（複数のチャネルの中から、空きチャネ
ルを割り当てるシステム）を実現するシステム。陸上運輸等の自営通信を行う複
数の免許人で周波数を共用して使用。

電子タグシステム
（RFID）

応答のための装置(応答器)に対し電波を発射し､応答器から再発射された電
波を受信するための無線システム。

音声STL/TTL 演奏所から送信所まで(STL)、送信所(又は中継局)から中継局まで(TTL) 放
送番組を伝送する無線回線。

パーソナル無線 簡易無線局の一つであり、個人のレジャー目的、小規模事業者の商業活動
等に利用できる無線通信システム。

携帯無線通信 いわゆる携帯電話。音声通話、データ通信に使用される。

広帯域移動無線アク
セスシステム

20Mbps から40Mbps 程度以上の伝送速度を有するブロードバンドシステム。
使用周波数によって、全国用（移動通信）と地域用（地域WiMAX）がある。




